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１． はじめに 

 

（１） 研究の背景と目的 

これまで商店街では、各々の商店が共同で事業に取

り組むことが重要視されてきた。それを象徴するものが

商店街のアーケードであった。アーケードは商店街の近

代化の手段として、1950 年以降全国各地で建設されて

きた。しかし、初期のアーケードが登場してから既に

50 年以上が経過した現在、多くの商店街でアーケード

が老朽化し、整備が必要な状況に直面している。このよ

うな状況下において、実際に地方都市の全蓋式アーケー

ド商店街では、全体のおよそ 3 割の商店街が撤去意向

を示している 1)。さらに撤去意向を示した商店街は、ア

ーケードの維持管理費による負担の大きさや、建て替

え・改修に伴う整備費用のねん出について問題を感じて

いるとされている。このようなアーケード商店街の現状

と、商店街衰退がやまない昨今の状況を考慮すると、撤

去意向を示す商店街が今後も増えていくことが予測され

る。そのため、アーケード撤去意向の商店街に向けて、

アーケード撤去事業の特性とその及ぼす影響について明

らかにすることは、今後各商店街がアーケード整備の選

択をする際に有益な知見となると考えられる。 
そこで、本研究では、全蓋式アーケードを過去に撤

去した事例を対象に、撤去の経緯や撤去前のアーケード

及びアーケード空間の特性、さらに撤去と関連した事業

への取り組みの状況、撤去後の商店街の実情・見解に対

して把握を行う。それら基礎的なデータを収集した後、

アーケード撤去により振興が図れた商店街、及び振興が

図れなかった商店街を、個別にヒアリング、関連資料の

入手などを行っていくことで、撤去事業の行われた当時

の商店街の規模や、衰退の状況、さらには自治体等の他

主体の助成の状況を調査し、振興を図れた要因及び図れ

なかった要因の抽出を図る。 
最後に得られたデータを分析し、効果的なアーケー 
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ドの整備のあり方について提言する。本研究により、全

国のアーケード商店街が、今後アーケードを再整備する

際の一助とすることを目的とする。 
 

（２） 研究の位置づけ 

アーケードに関する既存研究としては、その形態や

空間について論じたものとして、アーケードの歴史的変

遷 2),3)や、内部の温熱・音環境 4)～7)、歩行者行動 8)、原

型としての日覆いの役割 9)、商店街代表者の評価による

アーケード空間の活性化の効果 10)などの研究が存在す

る。アーケード撤去事業に関する研究としては、中島ら

1)が商店街代表者による撤去後の実情・見解から、撤去

事業の実態を分析したものがある。この研究では、アー

ケード撤去事業の振興要因を分析する際、撤去に向けた

姿勢(積極的か消極的か)、実施経緯(商店街が自主的に行

おうとした事業か、自治体などの関連事業がきっかけに

よるものか)の2点に主に着目している。 
中島ら 1)は、撤去事業にあたって積極的に個店整備、

街路整備等の関連事業に取り組むことが振興につながる

と論じており、さらに、積極的に事業を進めることがで

きる内性的な要因には、関連事業による撤去がきっかけ

となっているとしている。自治体等の関連事業がきっか

けの場合、商店街が助成金を受けやすく撤去自体の負担

が少なく済むため、関連事業に取り組みやすいとしてい

る。しかし、これらの要素以外にも、撤去を決めた時期

の商店街の衰退の程度や、商店街自体の規模、撤去時に

あたっての自治体等他主体の関与度が、撤去時にあたっ

ての姿勢、その後の見解にも関ってくると考えられる。

これらを踏まえて、本研究では、撤去時の商店街の姿勢、

経緯に着目すると共に、商店街が撤去事業を実施した時

期の衰退の状態、商店街の規模、撤去にあたっての自治

体等の関与度についても詳細に着目した上で、撤去事業

の振興要因を検証していく。その点に本研究の新規性が

ある。 
 

（３） 研究の対象と定義 

まず、本研究では、対象とするアーケードを全蓋式

アーケードのみとする。全蓋式アーケード商店街とは、

建設省が通達した「アーケードの取り扱いについて」11)



において記述されているように、道路の全面又は大部分

を覆うアーケードで構成される商店街を指す。上記のよ

うに全蓋式アーケード商店街を対象とした理由は、片側

式アーケードに対し、全蓋式アーケードの方が、来街者

にアーケード(及びアーケード空間)の印象を強く与えて

いると共に、アーケード整備による影響もより反映され

やすいと考えられるためである。 
以下、現在全蓋式アーケードを保有している商店街

を「アーケード商店街」、現在までに全蓋式アーケード

の撤去を行った商店街を「アーケード撤去商店街」とす

る。 

 
（４） 研究の概要 

 本研究の構成は、図－１のとおりである。各章の概要

について、以下に記述する。 
 現況把握 
まず、アーケード整備に関する補助制度に着目し、

その補助制度活用事例から、アーケード整備の動向や、

整備方法と都市の特性についての大まかな傾向を把握す

る。また、そこからアーケード撤去事業に関して、実際

の事例分析を行うと共に、商業統計調査を用いてその動

向について把握する。 
 アンケート調査による分析 
 まず、全国的なアーケード商店街及びアーケード撤去

商店街の分布を把握し、その後、アンケート調査を行っ

ていく。 
アーケード撤去商店街に対しては、①現在の規模(商

店街の延長や全店舗数)と景況、②撤去前のアーケード

の特徴(未整備年数、長さ、高さ)、③撤去時の経緯・目

的、④撤去時に行った関連事業、及び⑤撤去後の実情・

見解を把握し、①～④の商店街の特性と⑤の撤去後の実

情・見解の関係性について把握を行う。 
 撤去による振興の要因分析 
 前章の結果から、実際に振興が図れたアーケード撤去

商店街及び図れなかった商店街を抽出し、各商店街に対

し、個別ヒアリング、関連資料の入手などを行うことで、

撤去時の際の商店街の衰退の程度、他主体の関与度など

を把握し、その影響を把握する。 
 考察・まとめ 
 前章の結果を基に、商店街にとってアーケード撤去が

振興をもたらすための要因を把握し、今後のアーケード

整備のあり方を提言する。 

 
２． アーケード整備に関する補助制度 

 

（１）アーケード整備に関する助成制度の特徴 

現在、アーケード改修や架け替え、撤去意向の商店

街が、整備の際活用できる助成制度には、主なものとし 

 

図－１ 研究の概要 

て①中小商業活力向上事業、②戦略的中心市街地中

小商業等活性化支援事業費補助金がある。 
両制度とも平成 20 年より制定されたものである。こ

のうち、アーケード架け替えや改修等に関しては、中小

商業活力向上事業の前身である少子高齢化等対応中小商

業活性化事業においてもメニューとして存在していたが、

撤去事業に関しては、両制度が初の補助制度である。 
この二つの制度の特徴に着目すると、①中小商業活

力向上事業では、国から最大で 1/2 の補助、②戦略的中

心市街地中小商業等活性化支援事業費補助金では、国か

ら最大で 2/3 の補助金が得られることとなっている。た

だし、戦略的中小商業等活性化支援事業費補助金が採択

されるには、その条件として、認定基本計画に位置付け

られ、かつ特定民間中心市街地活性化事業計画の認定を

受けた事業でなければならないため、自由度は①中小商

業活力向上事業に比べ低いものとなっている。 

 
（２）中小商業活力向上事業活用商店街の特性 
前述した補助制度のうち、比較的自由度の高い中小

商業活力向上事業を活用した事例について着目する。事

例については、中小企業庁 HP より把握を行った。そ

の全体的な傾向を表したものが図－２である。 
(アーケード架け替え・改修を行った商店街に関しては、

平成 18,19 年度の分が中小商業活力向上事業の前身で

ある少子高齢化等対応中小商業活性化事業を活用した事

例の件数となっている。また、同じ商店街組織が、複数
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回採択されている場合があるため、その場合は最初に採

択された年度の分のみ、算入している。) 

 

図―２ 中小商業活力向上事業が採択されたアーケード商店街

数の推移 

採択件数に関しては、全体的に撤去事例の方が少な

く、改修・架け替え事例が多い。また撤去事例に関して

は、中小商業活力向上事業が制定された初年度のみに活

用が集中している。さらに、その両者の採択件数を、商

店街の属する都市の特性(三大都市圏・政令指定都市、

地方都市)に分けて、比較を行う。その結果は図－３の

通りである。(なお、三大都市圏の分類については、国

土交通省土地・水資源局地価調査課による分類を参考と

した。三大都市圏・政令指定都市に該当しない都市を地

方都市としている。)全体において、撤去傾向の商店街

は、地方都市において圧倒的に多い。それと比べ、改

修・架け替え傾向の商店街は三大都市圏ならびに政令指

定都市に非常に多いことがわかる。 

 

図―３ 都市の特性ごとにみるアーケード商店街の傾向 

 

（３）アーケード撤去商店街の傾向 

 前述したように、アーケードを撤去する傾向は地方都

市において強く、地方都市の中心市街地の衰退がやまな

い昨今、空き店舗増加等の要因によって、一店舗当たり

のアーケードの維持管理費の負担が増加し、今後も撤去

する傾向が強まっていく可能性は十分にある。そこで、

実際に商店街がアーケード撤去後どのような変動をする

のかを把握するために商業統計調査を活用して実態の変

動把握を試みた。対象とした商店街は、中島ら 1)が研究

の過程で把握したアーケード撤去商店街かつ商業統計調

査で名前が一致した 4 商店街(商店街振興組合焼津市昭

和通り発展会、観音寺市柳町商店街振興組合、臼杵市中

央通り商店街振興組合、茂原榎町商店街振興組合)であ

る。 
アーケード撤去商店街は、大方、撤去後も事業所数、

年間販売額は下降気味であることがわかる。その中で、

臼杵市中央通り商店街は 2,002 年に撤去を行い、2,003
年～2,006 年にかけて事業所数、年間販売額と共に上向

きに上昇している。商店街周囲の動向も踏まえた上で考

察しなければならないが、撤去事業が振興に寄与する可

能性があるということが伺える。 
表－１ アーケード撤去商店街の事業所数の推移 

 

表－２ アーケード撤去商店街の年間販売額の推移 

 

 臼杵市中央通り商店街は、中島ら 1)も言及しているよ

うに、アーケードの撤去だけでなく、アーケード撤去を

機とした商店街の再生を目指し、個々の店の外装改修を

平成12 年から平成15 年度までに18 店舗終了、街路灯、

モニュメントの設置電線類の地中化、石畳の敷設、チャ

レンジショップの事業への取り組みなど幅広い事業に取

り組んでいる。アーケード撤去事業を取り組むうえで、

積極的な姿勢が再生を図る上で重要な要素だということ

が伺える。アーケード撤去事業が、良好な影響を与える

可能性があると推測される。 

 

３． 調査概要の流れ 

 

 前章までの現況把握を受け、今後様々なタイプの撤去

事業について把握していくため、全国的なアンケート調

査、事例調査を行っていく。調査の概要については、表

―３で示した通りである。まずアーケード撤去商店街の

点在状況を把握するために、各都道府県の商店街振興連

合組合及び各市町村の商店街組合・連盟へ、FAX によ

りアーケード商店街の点在状況と、アーケード撤去商店

街の点在状況を調査する。その際、現代表者の連絡先に

ついても把握を行う。 
以上の過程を通じ、代表者の所在地が把握できた商

店街へアンケート調査を行うこととする。 
さらに、アンケート調査終了後、アンケート回答が

あったすべての商店街に個別ヒアリング調査、関連資料

の入手などを試み、撤去の実態について、より詳細に調

査を進めていく。 
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表－３ 調査概要 

 

 

４． 得られた知見 

 

中小商業活力向上事業の採択件数から、近年のアー

ケード整備動向に対して把握を行った。その結果、全体

的にはアーケード改修・架け替え事業での事例数の方が

撤去事業よりも多いが、地方都市において、アーケード

を撤去していく傾向が強まることがわかった。そこで、

商業統計調査の結果を通じ、地方都市におけるアーケー

ド撤去商店街の動向を把握した結果、撤去事業が商店街

の振興に良好な影響を与える可能性があるということが

わかった。そのため、本研究で撤去事業に着目する意義

があると考えられる。 
 

５． 想定している結果 

 

アーケードを撤去する場合、商店街組織としての単

体事業であると、撤去単独の事業として終わってしまい、

振興につながらない、もしくはますます悪化する傾向に

あると考えている。ここまでは、中島ら 1)も指摘してい

るが、それに加え、たとえ、未整備年数が非常に大きく、

質的に相当悪化したアーケードを取り除いた場合におい

ても、撤去のみを行っただけでは商店街の振興には寄与

しないと考えている。すなわち、商店街にとってマイナ

スな要素を取り除いても振興にはつながらないというこ

とである。そのため、撤去を振興につなげるには、やは

り個店整備や街路整備を積極的に行うことが必要である

と考えている。また、衰退の程度が深刻化しているよう

な商店街においては、自治体の介入があれば商店街とし

て再生を図るきっかけにもなると考えている。例えば、

伊万里市銀天街商店街では、撤去以前、全28店舗中14
店舗が空き店舗であり、衰退していた状況であったが撤

去事業にあたって総事業費の 4/5 を県市に補助を受けた

結果、個店整備や街路整備等の関連事業商店街にとり組

むことができている 12)。このように衰退しきった状態

であっても、補助があり、関連事業へ取り組むことがで

きれば、再び振興が可能ではないかと考えている。この

ような知見が得られれば、今後自治体も商店街のアーケ

ード撤去事業に積極的に関与しやすく、また現在衰退し

ているようなアーケード商店街が新たに活性化を図るた

めのインセンティブになると考えられる。 

 
６． 今後の課題 

 

本研究では、まず第一段階としてアーケード撤去事

業の今後のあり方を論じることを目的とした上で、最終

的にアーケード整備のあり方全般について論じることを

目的とする。すなわち、アーケードの維持をすることが

有効になりうる商店街の特性についても言及していくこ

とを目指している。アーケード撤去を行った商店街に対

する調査とは別に、現在全蓋式アーケードを保有してい

る商店街を対象とした実態調査を行い、そこで得られた

結果から、景況の動向が良好な商店街を複数抽出し、景

況の要因を探ることで、アーケードの維持が有効になり

うる商店街の特性を見出そうと考えている。 
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調査Ⅰ 調査Ⅱ 調査Ⅲ

調査日程 2010年7月～8月 2010年8月～9月 2010年9月以降(予定)

対象

全国の各都道府県振興組合

連合会、各市町村における商

店街連合会・連盟

アーケード撤去商店街 調査Ⅱで得られた商店街

抽出方法
平成16年商店街名鑑にFAX

番号が記載されている組織
調査Ⅰで抽出できた商店街

調査Ⅱで回答を得ることがで

きた商店街

方法 FAXによる調査
商店街代表者へアンケート

の郵送配布・郵送回収

商店街代表者への個別ヒア

リング、アーケード整備時、

現在の商店街の取り組みの

関連資料入手

目的

全蓋式アーケード商店街・

アーケード撤去商店街の事

例の把握、及び代表者への

連絡先の把握

商店街の規模、撤去前の

アーケード及びアーケード空

間の特性、撤去の経緯・目

的、撤去と伴わせた関連事

業、撤去後の商店街の実情・

見解の把握

アーケード撤去時の際の商

店街の衰退の程度、他組織

の関わりの程度、撤去プロセ

スの把握


